



















げられる。しかし、米国主要企業であるフォーチュン 500 のうち、女性 CEO のいる会社は 21 社、
比率にすると 4.2％であり、米国でも女性経営者の占める割合は低いと言わざるを得ない [2]。
　日本における女性経営者の数は、帝国データバンクの全国社長分析では、全社長数に占める女
性社長の比率が、2009 年で 5.78％となっている [3]。この比率は、それ以前の５年間をみてもほ
ぼ横ばいで、６％に達しない。米国と比べて高いようであるが、話を上場企業に限ると 3967 社
中、女性経営者は 43 人で、わずか 1.1％の低さである。この比率から判断して、起業家の少ない
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起業時の年齢、(3) 起業時の地域（本社所在地）、(4) 起業での資金調達、(5) 起業時及び事業継




















　まず (1) 起業はいくつになってもできる。70 歳代でも遅くはない。(2) Ｍ字カーブの谷の年齢
で起業する事例が多い。Ｍ字カーブとは日本の女性の有業率を年齢別に表す折れ線グラフが、25










































の分かった 35 件についてまとめたものである。150 万円間隔で描画すると図３のような結果が
得られた。
　最大金額は 4,000 万円であるが、300 万円から 600 万円の間に第２のピークがある。一般的な
感覚では、それほど大きな規模で開業しないのであれば、この程度の開業資金が目安となる額で
あり、適当と思われる。しかし、最大のピークは 0 ～ 150 万円、具体的には開業資金ゼロで開業
している例が最も多い。銀行も女性（特に専業主婦）には融資をしないようである。実際、調
査した一例で、北海道のいちご狩り農園とアイスクリーム製造、レストラン併設の企業の場合、
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